
【導入】

個人情報は保護されて当たり前。みなさんこう思っていませんか ？

ですが、この言葉を聞いたらどうでしょう。

「当時は怒りすら湧きました。

妻と娘の実名が、勝手に公開されていて。報道機関がたくさん押し寄せてきて！

SNSでもたくさん誹謗中傷を受けて...！少しでも遺族に選択の余地を与えて欲しかった…」

こう語る彼は、2019年の池袋暴走事故で愛する妻と子供を失った被害者遺族です。
そう、現在、被害者やその遺族は、必ずしも個人情報が保護されているとは言えない現状にある

のです！

本弁論では、犯罪被害者の個人情報の、扱いにおける問題点を指摘し、その解決を訴えます！

【現状】

治安が年々よくなっている中でも、毎週のように流れてくる犯罪事件の報道。

特に何度もスポットライトが当たるのは、過失致死や、殺人など特に被害性の高い犯罪です。

こういった犯罪の被害者遺族は、突然家族を失ったことに深い悲しみを抱いています。

しかし、遺族を苦しめるのは事件そのものだけではありません。　

嫌がる被害者遺族に無理やりマイクを向ける取材陣。知らない間に個人情報を流されたと頭を

抱える遺族…
被害者遺族は、事件後も様々な苦しみに苛まれるのです。

例えば、

男性が元交際相手の女性を殺害した、埼玉県桶川市の事件。

この事件では、被害者の自宅に報道各社が朝から晩まで張り付き、「家の電気がついたり、少し

カーテンが揺れただけで写真を撮る」「職場からの帰り道に付きまとう」など過激な取材が行われ

ました。

事件後はしばらくこのような状況が続き、被害者遺族は、娘を亡くしたものとは別の、常に神経を

すり減らすような苦しみに悩まされたと言います。

また、報道機関から国民に被害者の個人情報が報道されることにより、

遺族に対する誹謗中傷といった被害にもつながっています。

被害者やその遺族に関するデマを流すものや、犯人を装って遺族を煽ったり脅迫したりするもの

など、その内容は多岐にわたります。



こうした被害を受け、2021年3月、被害者の報道に関する方針が閣議決定されました。
それまでは、基本的には、被害者の個人情報はすべて　警察が報道機関に提供していました。こ

の情報をもとに、報道機関が取材検証を行い、事件を国民に公開していたのです。

そこで新たに、「どの情報を公開するかは、警察が事件ごとに決定する」ということが規定されま

した。

これにより、警察によって個人情報の取捨、選択が行われるようになったのです。

しかし、実際に大手新聞社の記者にお話を伺ったところ、遺族の意向を聞くことは必須ではない

ため、ほとんどの事件で聞き取りが行われていないことがわかりました。

仮に遺族の意向が聞かれたとしても、その希望が報道機関に伝えられるのはごく稀なことだそう

です。

個人情報が公開されることで1番影響を受けるのは、被害者遺族ではないでしょうか。
そんな遺族の気持ちが、現在の報道体制では反映されないままになっているのです。

現状をまとめると、被害者の個人情報が公開されることで、遺族には様々な被害が生じ、大きな

負担となっています。このように遺族への影響が大きいにもかかわらず、彼らが取材や報道の仕

方に関して、意向を反映されるどころか、確認すらされていないのです。

【問理】

家族を失った苦しみは、　一生　消えない。

だからせめて、被害者遺族には事件後の生活は思うように過ごしてほしい。彼ら自身も、それを

望んでいます。

でも今のままでは、それは叶わない。

遺族の意向が確認されることなく、個人情報が勝手に流されている。

それによって望まぬ取材、過激な取材が押しかけてくる。

1番辛いはずの被害者遺族が尊重されていない。
そんな現状を、見過ごすことはできません！

【理念】

私の理想は、被害者遺族が知らないうちに個人情報が公表され、辛い思いをすることのない社

会の実現です。

そのためには、事件を報道する前に遺族の気持ちを確認し、その思いに寄り添った取材・報道を

する必要があるのです。

【原因】

それではなぜ、現在、遺族の意向が確認されていないのでしょうか？

この背景には、私たち国民の「知る権利」が関係しています。



そもそも報道とは、国民の知る権利を保障するためにあります。

この権利を守るため、警察が各種報道機関に、事件に関する情報を提供しているのです。

しかし、内閣府が行った世論調査によると、被害者の実名などの個人情報を流す報道に対して、

賛成の人はわずか約10％。
被害者やその家族の意見を尊重すべきと考える人は約80％であることがわかっています。

ここで、改めて知る権利について考えてみたいと思います。

報道機関が国民に知らせるべきことは事件の概要であり、被害者の個人情報は必ずしも含まれ

ないのではないでしょうか？

実際に、社会学者の諸澤教授によると、「事件や加害者の情報は“公共の利害に関する情報”だ
が、被害者情報には公共性がない」とされています。

つまり、事件の起きた場所や加害者の情報を知ることは、私たちの安心や安全につながります

が、被害者の個人情報には、こういった利益は見込めないということです。

こういった観点もあり、国際的には被害者の個人情報を伏せて報道することが慣習となっていま

す。

今、私たちの知る権利と、被害者遺族への配慮の、両立を目指すべきなのです！

【プラン】

そこで私は、一点のプランを提案します。

それは、個人情報の有無と取材方法に関する希望を、被害者遺族に聞くことを義務化することで

す。

これは、現在、提供する情報の取捨、選択を行っている警察に対して義務化します。

この際、すでに被害者の個人情報へ配慮した報道を実現している国として、ドイツやスウェーデ

ンの制度を参考にします。

まず警察は、被害者遺族に被害者の名前や住所、職場などの個人情報の公開を希望するかど

うかと、どのように取材してほしいかを必ず聞くこととします。

そして、これらの取材方法、報道形式の希望を報道機関も遵守させることを規定します。

具体的には、遺族が個人情報を含めた報道を希望した場合、今まで通り、警察から報道機関に

個人情報も含めて情報提供をします。このとき同時に、遺族が希望する取材方法も報道機関に

伝えます。

一方で個人情報を報道しないことを希望した場合、警察から報道機関には、被害者が特定でき

るような情報は一切提供しません。

しかし、このように



個人情報を伏せて報道すると、かえって間違った情報が拡散されるといったリスクもあります。遺

族に希望を聞く段階で、こういったリスクも警察から説明した上で、公開する情報を選んでもらうこ

ととします。

このようにして警察から報道機関に流す情報を制限することで、個人情報を明かす・明かさない、

どちらを希望する遺族に対しても、その思いを尊重することができるようになります。

このプランが実現されることで、被害者遺族の知らない間に個人情報が流出して苦しめられる、

望まない取材に混乱するといった現状が改善されるのです。

【締め】

演題の「利益衡量」とは、対立する二つの権利の、良いバランスを探すことを指します。

私たちの知る権利と、被害者遺族の人権。

犯罪被害者の個人情報をめぐる問題は、対立する権利がせめぎあって起こっています。

これらの権利は何一つとしてないがしろにすることはできません。

どれも捨てずにすべてを守るために、いま一度、被害者報道のあり方について問います。

ご清聴ありがとうございました。


